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－85 （　  ）－
Ⅲ．裁判管轄と準拠法
　C国内の顧客 cの個人データが，何らかの理由（たとえば，D国内のハッカー


















内にある場合（同法 3条の 3第 1号）
③　財産上の訴えで，請求の目的がわが国内にあるか，差し押さえることが
できる被告の財産がわが国内にある場合（同法 3条の 3第 3号）
④　被告の事業所または営業所における業務に関する訴えであって，当該事
務所または営業所が，わが国内にある場合（同法 3条の 3第 4号）
⑤　わが国において事業を行う者を被告とする訴えであって，かかる訴えが
471
－86 （　  ）－
当該事業者のわが国における業務に関する場合（同法 3条の 3第 5号）
⑥　不法行為地がわが国内にある場合（外国で行われた加害行為の結果がわ
が国内で発生した場合において，わが国内におけるその結果の発生が通常































わが国の顧客 cと A国のクラウド利用者 aとの間で合意した準拠法がある場




































































































































－92 （　  ）－
　クラウド利用者が，クラウドを利用し，個人情報の保管・管理が同サービス
を用いて行われている場合であっても，クラウド利用者が，個人情報取扱事業
者となり，利用目的の特定（同法 15 条），通知（同法 18 条），目的による制限（同
法 16 条），適正な取得（同法 17 条），第三者提供の禁止（同法 23 条），安全管










































































































－96 （　  ）－
2．EU個人データ保護規則
　2012 年 1 月 25 日に，欧州委員会は，従来の EUデータ保護指令に代わる
EU個人データ保護規則案（以下「新規則」という）を公表した（55）が，2013
































































































年 10 月 15 日，シンガポール国会で，個人情報保護法（Personal Data 
Protection Act）（以下「PDPA」という）が可決された。シンガポールでは，
従前から，銀行法（Banking Act），コンピュータ悪用法（Computer Misuse 
Act），電気通信法（Telecommunication Act）など，個人情報の保護に関する
法律はあったものの，個人情報に関して横断的に規定する法律は制定されてい
なかった（71）。なお，監督官庁（Personal Data Protection Commission）（以
下「PDPC」という）の設置などに関する一部の規定は，すでに 2013 年 1 月















センターが多く存在するが，2011 年 4 月，インド政府は，「合理的な保護手段
及び手続き並びにセンシティブ個人情報に関する情報技術規則」（74）を制定し，
「センシティブ個人情報」（Sensitive Personal Data or Information）に関す
る新たな規定を定めた。






























たが（78），2011 年 9 月に，公共部門と民間部門の双方を範囲とする，包括的か
つ総合的な一般法として個人情報保護法が成立した（2013 年 3 月 30 日施行）。
　同法は全 75 条からなり，わが国の個人情報保護法と内容的には大差はなく，
EU個人データ保護規則の SCCや BCRを意識したものとはなっていない。










































































































































（9）ASPとは，Application Service Provider Serviceの略語であり，インターネットを通じ



























































（41） REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on 
the protection of individuals with regard to the processing of personal data and on the 
free movement of such data （General Data Protection Regulation）http://ec.europa.eu/
justice/data-protection/document/review2012/com_2012_11_en.pdf（2013年11月29日アクセ
ス）.
（42） European Parliament and Council Directive 95/46/EC of 24 October 1995 on the 
protection of individuals with regard to the processing of personal data and on the 



































（63） 5 U.S.C.§552 a.
（64） 村上・前掲注（22） 132頁。

















（74） Information Technology（Reasonable Security Practices and Procedures and 
Sensitive Personal Data or Information） Rules.
（75） ベーカー＆マッケンジー　東京青山・青木・狛法律事務所Client Alert「インドにおけ
る個人情報保護法： 2011年 4月に企業による個人情報の取り扱いに関する新しい規則を
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